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パーシェ式物価指数の寄与度 ・寄与率

関　　弥三郎

１　Ｐ式物価指数の上昇率

　物価指数は　般に固定基準指数であ って ，Ｏ時点（基準時点）の物価水準を

１００とした時の１ ，２ ，…… 時点（比較時点）の物価水準の値ｐ．１，

１〕

。，…… と

して計算されている 。しかし，物価指数の利用の実際では，Ｏ時点に対する比

較時点の物価水準の変動率よりも ，隣接時点問の物価水準の変動率が必要な場

合が大部分であり ，それは固定基準指数の比例換算によっ て求めるのである 。

例えば，１時点に対する２時点の物価水準変動率はＰ。。

／１）

。で得られる 。その

場合，物価指数がラスパイレス式（Ｌ式）であれぼ，Ｐ。。 もＰ。。 も０時点の数

量ｇ。がウエイトであるから，その比は物価水準の変動率を表わすが，物価指

数がパーシ ェ式（Ｐ式）の時は，１〕 。は１時点の数量ｑ１がウェイトでありＰ。。

は２時点の数量ｑ。がウエイトであるから，その比は物価水準の変動率のみな

らず数量の変動率をも含んでいることにたる 。このことは次のようにして証明

し得る
。

　まず工式物価指数の場合は

　　　即一鍛 一呼（槻）

簡単のために九Ｆ舟吻・一奴とすると

　　　Ｐ。戸＝ 助。〃。。

と書げる 。今１時点に対する２時点の物価指数の比をとると

影一■絆一峨今伊

（１－１）

（１－２）

（１－３）

　　　　　　　　力０。
力。 　力０。〃００ 力。ｑ０

（１－３）において　　　　一　一　　　　　　　であるから
　　　　　　　　力。。・ 。’ Ｐ。、ムー 助。ｑ。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５９）
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　　　負１１一

呼（銑）　　　　　 （１一・）

（１－４）の右辺は１～２時点の価格変動率力。／力
。を，Ｏ時点数量ｇ。の１時点価

格による表示額力、２。をウエイトとして加重平均したものであるから，１～２

時点の物価水準の変動率を表わすのである 。次にＰ式物価指数の場合は

　　　
・…一 鍛一呼（端、）　　　　 （・一・）

　　　　　　　力０の

ここで　〃。Ｆ助
。ｑ、

　（〃時点数量を０時点価格で表示した実質金額の割合）

とすると

　　　Ｐ。〆＝助。〃。’ 　　　　　　　　　　　　　　（１－６）
１時点に対する２時点の物価指数の比をとると

　　　多：１二一■雑・・ 哨１髪１１雛　　　　 （１一・）

力。。〃０。 力。ｑ。

　　　 ＿　　　　であるからＰ。。戸

　助。ｑ
。

　　　第 一呼姜１１（銑）　　　　　 （１一・）

（１－８）の右辺は１～２時点の価格変動率力。／力。と〃。。／〃。。
の積を，１時点数量

の時価表示額力１ｑ。をウェイトとして加重平均したものである 。ところが

　　　芸：１一（端，）／（端

、）　　　　　 （・一・）

であり ，これは物価指数のウエイトに用いた１時点，２時点の数量ｇ 。， ｑ。 を，

０時点（物価指数の基準時点）価格で表示した実質金額力。ｑ 。， 加。 の割合の比で

あっ て， 数量のｑ１からｑ。への変動率を示すから，（１－８）は物価水準の変動

率と数量（ウニィト）の変動率の複合を表わすのである
。

　そこでＰ式物価指数の場合は，比例換算で求めた物価指数の上昇率を，価格

変動による分（価格効果）と数量変動による分（数量効果）とに分離することが

必要である 。

（４６０）
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２　Ｐ式物価指数の寄与度 ・寄与率

　１ ．　１） 式物価指数の比例換算による上昇率の価格 ・数量分析は，上昇率に対

する項目別寄与度 ・寄与率を計算することによっ て可能となる 。次にその方法

を説明しよう 。

　Ｐ式物価指数の比例換算による変動率を表わす（１－７）に

　　　
・一音一・・一芸１１い一芸：１一・

　　　
（・一１）

を代入すると

　　　 …一・（１・・）（１・１）坤　　　　　　（・一・）
　　　　　 一哨汐 ・・（・・…ヅ）俳し

右辺第１項は（１－６）より１であるから

　　　　　　　　　　　力０１〃０１

　　　 Ｇ一■（・・ブ・９プ）Ｐ
．１戸 　　　　　　　　

（２・３）

（２－３）によりＰ式物価指数の上昇率Ｇが，各商品の価格上昇率９とウェイト

（数量）増加率 プの和に分解されることになる 。そして（２－３）の右辺の各項は ，

Ｇに対する各商品の９と プの寄与の程度を表わすといえるから，寄与度である 。

また（２－３）の両辺をＧで除した

　　　 ・一中十ド）雛　　　　　　
（・一・）

の右辺の各項は，寄与の程度を相対的に表わす寄与率である 。寄与度，寄与率

の第１項は価格変動による寄与分を示し，第２項はウエイト変動による寄与分

を表わし，第３項は価格変動とウェイト変動の複合による寄与分である 。従 っ

て， 寄与度，寄与率の第１項，第２項，第３項をそれぞれ合計することによっ

て， Ｐ式物価指数の上昇率Ｇに含まれている物価上昇率とウェイト増加率とを

分離することができる 。なお（２－３），（２－４）に（２－１）を代入すると

・一・／（加
一加）～・（叶～）加・（ん一加）（伽一～）／ホ （・一・）

（４６１）
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　　　 ・一斗／ん与・ 　　　　　
（・一・）

となる 。実際の計算はこれらの式によると便利である 。

　工式物価指数の場合は，比例換算による変動率を表わす（１－３）に（２－１）を

代入すると

…一・（・・め努
　　 一・ 鵠０… 鵠０

（２－７）

右辺の第１項は（１－２）より１であるから

・一・・絆ｏ または・（ク・・一力帆） 弗 （２－８）

　　　 ・一靖努
または・（

錠鉛・　　　 （・一・）

これらの式の右辺は（２－３）～（２－６）の右辺第１項に相当する 。ム式の場合は

ウエイトが 〃。。 でどの時点の指数も同じであり ，物価指数の上昇率Ｇは価格

上昇率９のみによっ て決まるからである 。（従 って，（２－８） ，（２－９）はまた ，〃０１＝

〃０２：〃ｏｏ，７＝０を（２－３）～（２－６）に代入することによっ て得られる 。）

　２．　（２－３）より ，Ｐ式物価指数の上昇率Ｇに対する各商品の価格上昇率９と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力０１

ウエイト増加率 ヅの寄与度は，９，ブの大きさと片１及ぴ 〃。１の大きさによ

って決まることカ伽かる 鳩１は・鮪での総合指数を基準とする各商品の価格変

動率の格差であり ，〃０１ は１時点の数量を０時点価格で表示した実質金額畑１の割合で

ある 。） ’従 つて

　　　　　　　　　　　　　　　力　（ｉ）９，７は大きくとも〃やアが小さい時は寄与度は小さくなり ，逆に９ ，

　　　　　　　　　　力
７は小さくとも〃やアが大きい時は寄与度は大きくなるであろう 。

　（１１）符号を除いた絶対値で第１項が第２項よりも大きい（小さい）時は，；９１

がレ１よりも大きい（小さい）ことを意味する 。

　恒）寄与度は９と ヅの符号によっ て大きた影響を受けるのであ って，９と プ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６２）
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の符号が同じ場合は９の寄与（第１項）と ブの寄与（第２項）とが合して寄与度

の値が大きくなり ，９と プの符号が異たる時は第１項と第２項の相殺が生じて

寄与度の値が小さくなる 。そして，９はプラスであるのにブ がマイナスのため

に寄与度がマイナスになる場合（またはその逆）があるが，それは１９１よりも１刈

が大きいからである 。

　（村）ウエイト増加率 プがプラス（マィナス）の時は，その商品のウエイトに

用いた数量ｑ １， ｇ。 の実質金額の増加率が実質総額の増加率よりも大きい（小

さい）ことを意味する 。なぜならは，に”・・ １より偉０の時は”・・ ……１で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃０１　　　　　　　　　　　　　　〃０１

あり ，故に（１－９）より

　　　 。妻Ｏの時は力…≧ 棚・ 　　　　　　 （。．。。）

　　　　　　　　　　〃。＜ 助０９。

であるから 。

　Ｐ式物価指数の上昇率ｏに対する各商品の価格上昇率９とウェイト増加率 プ

の寄与の関係は，（１－６）と（２－５）により図で示すことができる 。今横軸にウ

ェイト〃。チ，縦軸に価格変動率加を表わすと ，ア式物価指数（１－６）の右辺

の各項は図１の短形で示され，１時点から２時点へのその値の変化は矩形の差

で表わされることになる 。そして，短移の差をＡ，Ｂ，Ｃに区切ると ，それぞ

れは（２－５）の右辺中カッコ 内の第１項～第３項に相当し，これを１時点の矩

図１　１）式物価指数の寄与度 図２　工式物価指数の寄与度

Ｐ０２

Ｐ０１

Ｏ　　　　　 ｗ。。 　ｗ。。 ０　　　　　　　 ｗ。。

（４６３）
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移の合計Ｐ
．１ア

で除したものが寄与度である 。図１は価格が騰貴しウエイトも

大きくな った場合であるが，その他の価格の騰落とウエイトの増減の関係は ，

力。。 と〃。。 の位置を変えることによっ て図示することができる 。なおＬ式物価

指数の寄与度は，（１－２）と（２－８）より図２においてウエイトが 〃。。 に固定さ

れ， 価格変動率のみが変化する短形の差によっ て表わされる 。

３　ＧＮＰデ フレーターの寄与度

　１．物価指数の実際において１）式指数は皆無に近いが，国民経済計算におい

て発表されているＧＮＰテフレーター はＰ式物価指数に相当するので，それの

上昇率の価格 ・数量分析をや ってみよう 。そのためにはＧＮＰデフレーターが

Ｐ型の物価指数であり ，上昇率の分析に前節の方法を適用し得ることを確かめ

ておかねばたらぬ 。

　ＧＮＰデフレーターは，それの構成項目の価格と数量を用いて作成された物

価指数ではたく ，国民総支出（ＧＮＥ）及びその構成項目の名目値を実質値で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
除して事後的に求められたデフレーター（ｉｍｐ１ｉｃｉｔ　ｄｅＨａｔｏｒ）であ って，『国民経

済計算年報』において「国民総支出（デフレーター）」として発表されている 。

今ＧＮＥをｙ，その構成項目をツとし，それにタッソ ユをつげて実質値を表わ

すことにする 。　〃時点の名目ＧＮＥはアＦ助〃であり ，０時点価格表示の

実質ＧＮＥはｙ！＝ 助。のであるから，名目値を実質値で除すと

　　　吾一鋭 一… 　　　　　　
（・一・）

（３－１）の分子と分母の価格は加力。で異たるが数量はどちらも同じであるか

ら， この比率は物価水準の変動を測定しており ，ウエイトの数量は比較時点の

値のであるので，０時点基準のＰ式物価指数Ｐ。〆にほかならない。このこと

は構成項目の場合でも同じである 。構成項目の名目値ツＦ助炊を実質値ツ！

：助。出で割ると

　　　斗一棚」力。、・ 　　　　　　　　　
（３－２）

　　　〃　助。〃

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６４）
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但し，加は構成項目の物価指数である 。そして，ｙＦ■〃であるから，〃時

点の実質…の構成比率を
・・（一青）とすると ・（・・）は次のよ／になる 。

　　　昨影 一吋音一・附　　　　 （・一・）

すなわち，ＧＮＰデフレーター１〕 〆は，構成項目別デフレーター力。〆を ，

比較時点の実質ＧＮＥの構成比率 〃１をウエイトとして加重平均したもので
　２）
ある 。（３－３）は（１－６）と同じものであるから，ＧＮＰデフレーターの１～２

時点の上昇率Ｇに対して（２－３）～（２－６）を適用することができる 。

　ＧＮＥは民問消費，政府消費，投資，輸出，輸入の５大項目から成り ，政府

消費以外はより詳しい項目に分れている 。ＧＮＥの構成項目をどのようにとる

にしても ，それが（３－３）の関係を満足する限り（２－３）が成立する 。ところが

『年報』に発表されている在庫品増加のデフレーターは，在庫品増加を推計す

る過程の在庫残剤こ対するデフレーター（残高デフレーター）であ って，在庫品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
増加の名目値を実質値で割 って求めたものではない。そのために在庫品増加の

テフレーターを含める時は，（３－３）の構成項目別テフレーターの加重平均はＧ

ＮＰデ フレーターＰ。〆の値と一致せず，従って（２－３）の寄与度の合計はＧ

Ｎ　Ｐデフレーターの上昇率Ｇの値に等しくならないのである 。この難点をまぬ

がれるためには，在庫品増加のデフレーター をｒ年報』によらないで，ＧＮＥ

の名目値÷実質値で算出した値によれぱよいであろう 。

　２．昭和５７年度のＧＮＰデフレーターの上昇率は１．６％であるが，それに対

する構成項目別寄与度を計算すると表１のとおりである 。（表１の（３）～（６）欄の値

は計算誤差のために小数第１位に丸めるへきであるが，計算結果の理解の便宜上小数第

３位まで記しておいた。また輸入は控除項目であるから合計する時は符号を変えて加え

なげればならない。）表２は表１の計算に必要なデフレーターとウェイトの値で

ある 。まず構成項目別デフレーターの上昇率は民問消費Ｃが２．３劣で一番大き

く， 次は政府消費Ｇ１．８劣，輸入Ｍ１．１劣，輸出ＸＯ．７劣であり ，投資ヱは０．６

％下落している 。ＧＮＰテフレーターの上昇率１６劣に対するそれらの寄与は

表１（３）欄のとおりであ って，Ｃの寄与が一番大きいのは上昇率が高い上にウェ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６５）
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表１　ＧＮＰテフレーターの上昇率と寄与度（昭和５７年度）

デフレーター ウェイト
項　　　　目 上昇率 増加率

。”　 ・坦　。ヅ

）　　　　Ｐ　　　　Ｐ 寄与度
（１） （２）

（３）　　（４〕　　（５） （６）

％
民問最終消費支出Ｃ

％ ％
２． ３ １．

２ １． ３３９　　　　０．７１４　　　　０ ．０１７ ２． ０７０

政席最終消費支出Ｇ １． ８ 一１ ．２ Ｏ． １８６　　　－Ｏ．１２７　　　－０．００２ ０． ０５７

国内総資本形成Ｉ 一０．６ 一２．２ 一０，１７８　　　－Ｏ．６９９　　　　　０ ．００４ 一０．８７３

輸　　出　　等Ｘ
０． ７ 一２．６ ０， １２６　　　－０，４４０　　　－０．００３ 一０．３１８

（控除）輸入等Ｍ
１． １ 一５．１ ０， １６７　　　－０，８３２　　　－０．００９ 一０．６７３

国民総支出ＧＮＥ
１．

６ １． ３０６　　　　　０．２８０　　　　　０ ．０２３ １． ６０９

イトが５割以上と大きいからであり ，Ｇ

はウエイトが１割たらずのために上昇率

は高いのに寄与は小さくた っている 。ヱ

はウエイトが３割余りと大きいので寄与

の絶対値は〃，Ｘよりも大きく ，Ｇに匹

敵するくらいである 。次にウエイトの変

化は０以外は全部減少しており ，１ ，Ｘ，

〃のウエイトの減少率はデフレーターの

上昇率よりも大きいために，それらの寄

与（（４）欄）はデフレーター上昇率の寄与

表２　ＧＮＰデフレーターとウエイト

項
＾●

アフレーター ウェイト

目
・・年度１・・年度 ・・年度１・・年度

Ｃ １４２．６　１４５ ．９ ０． ５２０２　０ ．５２６６

Ｇ １３７．３　１３９．８ ０． ０９５４　０ ．０９４３

Ｉ １２３．０　１２２．３ Ｏ． ３２５７　０．３１８４

Ｘ １０８．２　１０９ ．Ｏ ０． ２０１５　０ ．１９６３

Ｍ １４６．７　１４８．２ Ｏ． １４２８　０．１３５５

ＧＮＥ １２８．２　１３０．２ １． ００００　１ ．００００

（出所）経済企画庁編『国民経済計算年報ｊ昭和

　　５９年版 。

（備考）デフレーターは昭和５０歴年基準 。

　　　ウエイトは昭和５０歴年価格評価の実質Ｇ

　　ＮＥの構成比率 。

よりも絶対値では大きい。そして，デフレーターの上昇とウェイトの変化の複

合の寄与（（５）欄）はどの項目も０に近い。その結果（６）欄の寄与度はＣが２．１劣で

最も大きく ，これはデフレーターの上昇の寄与にウエイトの増加の寄与が加 っ

たためであり ，これに対してＧの寄与度が僅か０．１〃こすぎないのは，デフレ

ーターの上昇の寄与をウェイトの減少のマイナスの寄与が相殺した結果である 。

１の一０９％の寄与度はテフレーターの下落よりもウェイトの減少の影響の方

が大きく ，Ｘと〃はデフレーターは上昇しているのに寄与度が 一〇．３劣，一０．７

％であるのは，デフレーターの上昇の寄与よりもウエイトの減少のマイナスの

寄与の方が大きか ったためである 。そして，昭和５７年度のＧＮＰデフレｒター

の１．６％の上昇は，Ｃと〃のプラスの寄与をヱとＸのマイナスの寄与が相殺し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６６）
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た結果であることがわかる 。また（３）～（５）欄それぞれの合計より ，ＧＮＰデフレ

ーターの上昇率１．６劣のうち物価変動による分は１．３劣，ウエイト変動による

分はＯ．３劣，両者の複合による分は０．０劣である 。

　なおヱの寄与度は 一〇．９％であるが，これを住宅，企業設備，在庫品増加等

に分げて見ると表３のとおりである 。それによると ，デフレーター は企業設備

（民問 ・公的）のみが下落し他の項目は上昇しているのであるが，ウェイトが公

的企業の在庫品増加のほかはすべて減少し，且つ（企業設備以外は）ウェイトの

減少率の方がデフレーターの上昇率よりも大きいために，寄与度がマイナスに

なっ たのである 。公的企業の在庫品増加は，デフレーター上昇率もウエイト増

加率もプラスであるのに寄与度がマイナスにた ったのは，ウエイト〃。。 がマイ

ナスのためである 。そして企業設備（民間　公的）と　般政府及ぴ在庫品増加

（民問）の寄与が大きい 。

　次に昭和４９年度以降のＧＮＰデフレーターの上昇率に対する構成項目別寄与

度を計算すると表３のとおりである 。それによっ て２度にわたる石油危機から

表３　国内総資本形成の寄与度（昭和５７年度）

デフレーター ウニイト

上昇率 増加率

力〃９－　１〕

項 目 Ｐ
ｇヅ

坦　Ｐ

寄与度
（１） （２） （３） （４） （５） （６）

％ ％
１

総固定資本形成
％

爵／集業設篇
１． ５ 一１ ．９ Ｏ． ０８８ 一０．１１５ 一０．００２ 一０．０２９

一１ ．６ 一０．５ 一０．２５５ 一０．０７８ Ｏ． Ｏ０１ 一０．３３２

ｌ１竿叢叢蕉
１． ６ 一７．８ ０． ００６ 一〇．０２８ 一〇．０００ 一０．０２２

一４ ．４ 一〇．１ 一０．１３１ 一０．００３ ０． ０００ 一〇．１３４

０． ３ 一２．９ ０． ０１８ 一０．１８１ 一０．００１ 一０．１６３

在庫品増加
民問企業

１３ ．８ 一３２．６ ０． ０７８ 一０．１８５ 一〇．０２６ 一０．１３３

公的企業
３２ ．９ ３２ ．１ １一ぴ…一ひ…一ひ… 一０．０６８

計（国内総資本形成） Ｉ １一・…一・…一・… １一…１

（備考）在庫品増加のデフレーターは，ＧＮＥの在庫晶増加の名目値÷実質値によ って求めた。その値は次のよ

うである 。

　　　　　　５６年度　　５７年度

　　民間企業　　　８１，４　　９２ ．６

　　公的企業　　８５．１　　ユ１３ ．１

（４６７）
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生じた物価上昇とそれの収束過程の違いを知ることができるのであるが，今石

油危機直後の４９年度と５４年度を比較すると ，第１次石油危機のために４９年度の

ＧＮＰテフレーター は１８６％も上昇したが，第２次石油危機の５４年度は僅か

２．

０劣の上昇にすぎたか った。この違いは，〃のデフレーターの上昇率は４８．５

劣と４３．３％で大差はないが，それ以外の項目のデフレーター は４９年度は２０％以

上の上昇率であ ったのが，５４年度は０，Ｇ，１は６％前後，Ｘも１３．２劣の上昇

にすぎなか ったことによるのである 。ウエイトの増加率も４９年度の方が大きか

ったがデフレーターの上昇率に比べると僅少のために，４９年度のＧＮＰデフレ

ーターの上昇率１８．６劣のうち物価上昇による分は１８．５労，ウェイト変動によ

る分は 一０．１％両者の複合による分は０．２労である 。これに対して，５４年度

のＧＮＰデフレーターの上昇率２．０劣のうち物価上昇による分は２．２劣，ウエ

イト変動による分は 一０．１劣，両者の複合による分は 一０．１％である
。

４　この分析の限界

　ＧＮＰデフレーター（一般的にはＰ式物価指数）の上昇率は，以上のようにし

て物価上昇による分とウェイト変動による分とに分離することができるのであ

るが，最後にこの分析方法の正しい利用を期する上から，それがもつ限界を知

らなげればたらない 。

　まず第一に，この方法を適用するためには１・式物価指数のウェイトが実質金

額割合で与えられたげれぱならたい。一般にＰ式物価指数は

昨鍛＝弟出一 （４－１）

と書げるから加重調和平均式指数と同じであるとされ，（４－１）のウエイト〃〃

＿力必
一助、ｑ、

は名目金額割合である。しかし・われわれはＰ式物価指数を（１－６）

のよ／に変形するのであ１ ・それのウーイ／・・Ｆ 鋤、 は実質金額割合で

あるから，（２－３）～（２－６）の〃。１，〃。、 は実質ウエイトでありヅ はその変動

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６８）
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表４　ＧＮＰデフレーターの上昇率と寄与度の推移

　　　　　　　昭和５４年度

上昇率 ｇ坦 ・且ｇヅ 寄与度 上昇率 ｇ且 ヅ”９・”

Ｐ　　Ｐ　　Ｐ
寄与度

％ ％ ％ ％

Ｃ ２０ ．６ １１ ．１　　０．５　　０．１ １１ ．７ Ｃ
４． ４ ２． ５　－０．３　－Ｏ．Ｏ ２． ２

Ｇ ２９ ．８ ２． ５　　０．４　　０．１ ３． ０ Ｇ
５． ２ Ｏ．

５　－０．２　－Ｏ ．０ Ｏ． ３

Ｉ ２０ ．４ ７． ９　－３．７　－０．８ ３． ５
Ｉ１ ６． ５ ２．

１　　０．０　　０ ．０ ２． １

Ｘ ２６ ．５ ３．

０　　２．６　　０．７ ６． ３ Ｘ １３ ．２ ！． ５　　０．８　　０ ．１ ２． ５

Ｍ ４８ ．５ ５．

９　　０．０　　０ ．０ ６． Ｏ Ｍ ４３ ．３ ４． ４　　０．４　　０ ．２ ５． １

ＧＮＥ
１・・ｌ　ｌ・・一ひ・ぴ・１… …１・・ ２． ２　－０．１　－０ ．１ ２． Ｏ

昭和５０年度 昭和５５年度

Ｃ ９． ９
５． ５　－Ｏ．１　－０ ．０ ５． ４ Ｃ

６． ７ ３． ９　－２．１　－Ｏ ．１ １． ７

Ｇ ９． １ Ｏ．

９　０．３　０ ，０ １． ２ Ｇ
６． ４ ０． ６　－Ｏ．１　－０ ．０ ０． ５

Ｉ
２． ８ １． ０　－１．８　－０ ．０ 一０ ．８ Ｉ ５． ０

１． ７　－０．９　－Ｏ ．０ ０． ７；

；

Ｘ 一２ ．４ 一〇．４　０．０　－Ｏ ．Ｏ 一０ ．３ Ｘ
３． Ｏ Ｏ．

４　１．６　０ ．０ ２・ Ｏｌ

１〉［ ５． １ Ｏ． ８　－１．５　－０ ．１ 一０．９ Ｍ １７ ．７ ２． ７　－！ ．２　－Ｏ ．２

ＧＮＥ
６．

２
，

１・・一・… １・・ …１…１…一・ ・… 　１

　ｉ１．２１　１３・６１

３６１

昭和５１年度 昭和５６年度

１
　１Ｃｌ ■

Ｃ
９． Ｏ ５． ２　－Ｏ．８　－０ ．１ ４． ３

４． ２ ２． ５　－１ ．２　－Ｏ ．１ １． ２！

Ｇｌ
’

Ｇ ６． ４ ０． ６　－０．１　－Ｏ ．Ｏ Ｏ． ５
３． １ ０． ３　　０．１　　０ ．０ Ｏ． ４１

Ｉ ５． Ｏ １． ７　－０．５　－Ｏ ．Ｏ １． １ Ｉ 一０ ．５ 一〇．２　－０．５　　０ ．０ 一〇 ．６

Ｘ
０． １ ０． ０　　１ ．７　　０ ．０ １． ７ Ｘ

３． １ Ｏ． ５　　１ ．７　　０ ．１ ２． ２

Ｍ
４． ４ ０．

６　０．３　０ ．０ ０． ９
１〉［ ２． ４ Ｏ． ４　　０．６　　０ ．０ １． ０

ＧＮＥ
１… １・・一・・一・・ １・・ …１ …１・・一…一ぴ・ ２． １

昭和５２年度　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和５７年度

！Ｃ
６． ３

３． ６　－０．９　－０ ．１ ２． ７ Ｃ
２． ３

１．

３　０．７　０ ．Ｏ ２． １
■

Ｇ ６． ３ Ｏ． ６　－Ｏ．１　－０．０ Ｏ． ５ Ｇ
１． ８

０． ２　－０．１　－Ｏ ．Ｏ ０． １

Ｉ ２． ８
０．

９　０．０　０ ．０ ０． ９ Ｉ 一０ ．６ 一〇．２　－０．７　０ ．０ 一０ ．９

Ｘ 一４ ．４ 一０．６　　０．６　－０ ．Ｏ 一０ ．１ Ｘ
０． ７

０． １　－０．４　－０．０ 一０ ．３

Ｍ 一７．４ 一１ ．Ｏ　－Ｏ．３　０ ．Ｏ 一１ ．３ Ｍ
１． １ ０． ２　－０．８　－Ｏ ．０ 一０．７

ＧＮＥ １・・１・・一・・一・・ １・・
ＧＮＥ ｌｌ・ｌ１・・… 　ｌ１・

昭和５２年度 昭和ｏ７年度

昭和５３年度

Ｃ ４． ０ ２． ３　　０．３　　０．０ ２． ６

Ｇ ２． ６ Ｏ． ３　　０．０　　０．Ｏ ０． ３

Ｉ １． ６ Ｏ． ５　　１．５　　０．Ｏ ２． Ｏ

Ｘ 一５ ．２ 一〇．７　－１．０　０
．１ 一１ ．６

Ｍ 一１３ ．１ 一１．５　　０．６　－０ ．１ 一１ ．Ｏ

…… ・１・・・… 　１・・

（４６９）
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率である ・Ｐ式物価指数がＧＮＰデフレーターのように，名目金額を実質金額

で除して求めたイソプリシヅト ・デフレーターの時は実質ウエイトが得られる

が， 各商品の価格と数量のデータから作成される場合は，（４－１）より名目ウエ

イトが用いられるから実質ウエイトはわからたいのである 。そこで，この場合

は名目ウエイトを実質ウエイトに変換したげればたらない。今変換係数を ぴで

表わし，〃。、＝〃、、工とすると
，

　　　　　　　　ぴ

　　　炉”〃 肋　　１ 　＝ 〃力
・＝＿虹一

　　　　　 ”０’

物端、（諾１妾）片〆

であるから

　　　　　　　Ｐ。〆

　　　 ”・Ｆ”・力
。。 　　　　　　　　　　　（仁２）

すたわち，名目ウエイトをその項目の物価指数ク。’ で除し，総合指数Ｐ。〆を

乗ずると実質ウエイトが得られる
。

　次に・この方法によるＰ式物価指数の上昇率の物価上昇分とウェイト変動分

への分離は，計算に用いる物価指数の項目のいかんによっ て結果が異なる相対

的なものである 。表１ではＣのデフレーターの上昇率２．３劣を価格上昇率とし

て・ それの寄与（第１項）は１ ．３，ウェイトの増加率１．２劣の寄与（第２項）は

Ｏ・ ７・ 両者の複合の寄与（第３項）は０．Ｏ，合わせてＣの寄与度は２．１劣と計

算している 。しかし，０は家計消費Ｃ１と対家計民問非営利団体消費Ｃ、より

成り ，０。は更に飲食費０。。，被服費０１。，光熱費０１。 等に分れるから，Ｃの

デフレーターはＣ１と０２のデフレーターの，たいしは０１１，０１２，０１３，…… と

０・

のテフレーターの，実質ＧＮＥにおげる構成比率をウェイトとする加重平

均である 。従って，Ｃのデフレーターの上昇率２．３％は，これらの下位の構成

項目のデフレーターの上昇による分とウェイトの変動による分とに分げること

ができ・２．３％を全部価格上昇率とするのは不合理であろう 。この欠点を回避

するためには表１においてＣをＣ。とＣ。に分げて寄与度を計算するとよく ，

より正確には０をＣ，１ ，Ｃ。。，０。。
，　　 ・及ぴ０。に分けて計算すべきであろう 。

　そこで表１において昭和５７年度のＧＮＰデフレーターの上昇率１．６劣が物価

　　　　　　　　　　　　　　　　（４７０）
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上昇による分とウエイト変動による分とに分離され，（３）欄の合計１．３劣は前者

を示すとい っても ，それは寄与度の計算に用いた構成項目別デフレーターの上

昇率をすべて価格上昇率と仮定した場合の分離にすぎないのである 。従 って ，

どの段階の構成項目のデフレーターを用いて寄与度を計算するかによっ て（３）～

（５）欄それぞれの合計は値が違うのであり ，理論的にはより詳細た構成項目のデ

フレーターで計算する程より正確な分離が行えることになる 。しかし，それは

（３）～（５）欄の合計の値が変るだげであ って，（６）欄の寄与度の合計の値は計算に用

いた構成項目の如何にかかわらず，常にＧＮＰデフレーターの上昇率Ｇに等し
　　　４）

くたる 。例えは，表１の１の行を削除して表３を挿入するとより正確な結果が

得られる 。その時は（３）～（５）欄の合計はそれぞれ１ ，２５８，Ｏ．３６０，一〇．０１８となり

表１と異なるが，（６）欄の寄与度の合計は１，６０１で表１と同じである
。

　　１）森田優三『経済統計読本』東洋経済新報杜，昭和４５年，１２４－５べ 一ジ 。

　　　　経済企画庁編ｒ国民経済計算年報』昭和５９年版，４２８べ一ジ 。

　　２）　ＧＮＰデフレーター がＰ型物価指数であることの説明は，本文では本稿に必要

　　　な最低限度まで簡略化して行 ったが，普通は次のようにして与えられる 。今簡単

　　　のために国民総支出（ＧＮＥ）ｙが民問消費０，政席支出Ｇ，投資１から成ると

　　　し，それらに対するデフレーターをＰ ｏ，
Ｐｏ，Ｐ１とする 。名目ＧＮＥはｙ＝Ｃ＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　Ｇ　　　 Ｇ＋工であり ，実質ＧＮ　Ｅは０ ，Ｇ ，ヱの実質値の和であるから「
；Ｔ＋Ｔ

　ヱ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｙ
＋一である。ＧＮ　Ｅに対する総合デ フレーター をＰとすると ，「＝一である
　ｐ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ

から

　　　　ｙ　　　　Ｃ＋Ｇ＋１　　　　　　　　　　１
　　Ｐ＝一＝ 　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　（ｉ）　　　　「 去・十古・中去（争）・古（多）・古（吾）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ（ｉ）はＧＮＥの構成項目Ｃ ，Ｇ ，１のデフレーターを，それの名目金額割合一 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
Ｇ　　Ｊ

一，一をウエイトとして加重調和平均したものである。Ｐ式物価指数を書き換
ｙ　ｙ

えると加重調和平均式指数になる（（４－１）参照）から，（１）はＰ式物価指数といえ

る。 こうして総合デフレーター はＧＮＥの名目値を実質値で除して求められ，こ

の方法で得られたデフレーターをイソプリシット ・デフレーターという 。

　そして，民問消費Ｃの名目金額を実質金額に変換するために，０に対するデ フ

レーターＰｏはＰ式物価指数でなけれぱならない。（なぜならぱ，実質金額助ｏの

　　　　　　　　　　　　　　　（４７１）



１４

争

　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　助Ｏの

を指数化するとＬ式数量指数Ｑ・１乙＝

助。。。
となり ・指数算式の要素転逆テス／

　から，それを得るには物価指数はＰ式でなげればならたいから。）しかし実際には

　Ｌ式物価指数しか作られていないので，Ｌ式指数を用いてＰ式指数を得るために

　イソプリシット ・デフレーター方式が用いられる 。すなわち，０をできるだけ細

　分し，それぞれに対するＬ式物価指数で除して実質金額に直し，この実質値を合

　計して０の実質金額を得る 。Ｃの名目金額を実質金額で割って得られたデフレー

　ターＰ。は，（ｉ）と同様の理由からＰ式物価指数である 。これと同じことがＰ。，
Ｐ。

　についてもいえるから，ＧＮ　Ｐデ フレーターはＰ式物価指数である 。

　　しかし，その基礎の細分された項目のデフレーターがＬ式であるから，それの

　加重調和平均で得られたテフレーターＰ 。，
Ｐｏ，Ｐ。は完全なＰ式物価指数ではた

　く ，そのバーシ ェ性はアイマイであり ，これから求めた総合デフレーターのバー

　シ ェ性もまた，さほど厳密たものではない点に注意すべきである 。

　　　　瀧好英『日本の経済指数』日本評論杜，１９６９年，１５６～１６２べ一ジ
。

　　　　溝口敏行，刈屋武昭編ｒ統計学』青林書院新杜，昭和５３年，２０８～９べ一ジ
。

　　　　ｒデフレーター および実質値の推計」『季刊国民経済計算』第３９号，３０～３１

　　　ぺ一ジ 。

３）経済企画庁編ｒ国民所得統計年報』昭和５３年版，４３７，４１４ぺ一ジ
。

４）　これは次のようにして証明し得る。今上位の構成項目を記号クで表わし，下位

　の構成項目をプで示すと ，前者の物価指数と後者の物価指数の問には

　　　 ク。、。＝　ク
。、。、”０い３ 　但し

，〃。。帖＝　〃。、。、 　　　　　　　　　 （１）

　　　　　　 ５　 ．〃０３ ．｛ 　　　 ’　 ５

　の関係がある 。そして，これらの項目の寄与度は（２－５）の右辺にゴ，サをつげ

　ることによっ て得られる 。（記号を簡単にするために以下の証明では基準時点の

　０と上位の項目の｛を省略する。従って力 ０２ ．６ は力 ２，
力０２

．勿は力２ゴ となる 。）さ

　て下位の項目の寄与度の和は

　　　小一伽十（炸～）～十伽一伽）（休～）峠　
（ｉｉ）

　上位の項目の寄与度は

　　　／阯・）吻・（吻
一吻）・・伽一・）（吻一吻）／缶　　　　働

　¢つと阿の中カ ッコ 内の第１項を比べると ，（ｉ）より力１〃１＝　～〃１５，力２〃２＝　ク ２ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ　　　　　　　　　　５
　〃２ノであるから

　　　凪伽寸ゴ畑戸ル・ゴ〃１ゴー〃・ 　　　　　　　　　（・）
　　　１　　　　　　　　　　　ｊ

　　　　（力ｒク１）〃１＝力２〃ｒク１〃１ 　　　　　　　　　　　　（ａ
一）

　であり ，両者は一致したいことがわかる 。第２項，第３項についても同じである 。

　　　　（〃・ゴー〃・５）力・ゴ＝ 　〃・伽一〃工力。 　　　　　　　　　（ｂ）
　　　５　　　　　　　　　　　５

　　　　　　　　　　　　　　　（４７２）



　　　　　　　パーシェ 式物価指数の寄与度 ・寄与率（関）

　　　（〃２一〃１）力
１＝〃抄１－１ゆ１

　　　（力・ｒ力・ゴ）（〃・ｒ〃・ゴ）＝力・〃・一 　力。ゴ〃。ゴー　力。ゴ〃１ゴ十力 。〃］

　　５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５　　　　　　５

　　　（力２一力１）（〃２一〃１）＝力２〃２一力１〃２一力２〃１＋力１〃１

ところが（ｉｉ）と＠）の第１項～第３項を合計すると

　　（ａ）十（ｂ）十（ｃ）；力２〃２一ク１〃１

　　（ａ■）十（ｂ”）十（ｃ〃）＝力２〃２一ク１〃１

であ って，両者は一致する 。（証明終り）

　１５

（ｂ 一）

（Ｃ）

（Ｃ １）

（４７３）




